
フルノ欧州 フルノUSAフルノ
サービスセンター

フルノシンガポール

▲ サポート履歴

▲ サポートの進捗状況

▲ サポート結果

▲ 不具合の事前防止プラン

▲ 消耗部品の交換時期

▲ 改善策

　フルノは、提供する製品・システムのサイバーセキュリ
ティを確保することは社会的責務であると考えています。
お客さまに安心して当社製品・システムをご使用いただく
ために、2021年に製品サイバーセキュリティに関する方針
を定めました。サイバー攻撃による被害を予防する取り
組みとして、製品・システムにかかわるすべての役員・従業

製品サイバーセキュリティに対する取り組み

員に周知徹底を図り、事業ビジョンである「安全安心・快
適、人と環境に優しい社会・航海の実現」に向けて、製
品・システムのサイバーセキュリティ確保に努めています。
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　お客さまとの信頼関係を構築するため、世界中のお客さまの声を真摯に受けとめ、
製品開発からサービスまですべての部門が、より高品質な製品・サービスの提供に取り組んでいます。

品質・安全への取り組み
　全世界に顧客を持つ商船部門では、効率のよいサー
ビスを提供するために、「SMS（Service Management 
System）」というオンラインシステムを導入しています。
SMSはウェブ上で 閲覧できるデータベースで、製品サ
ポート履歴や故障予防策、サービスの進捗や結果報告 
書などの情報をストックしています。問題点や気づきなど
があった場合は、営業やサービス部門、開発、品質部門
へとフィードバックされ、品質の
改善や業務品質の向上に役立て
ています。
　また、全世界の拠点でこのデー
タベースを共有し、サービスネット
ワークを展開しています。機器修
理の依頼を受けた際は迅速に修
理作業が行なえるよう、各国で最
適化したスペアパーツキットを備
え、サービス需要に対応できる体
制を整えています。

安心のグローバルサービス体制

フルノのサービスネットワーク

　2020年1月から、自社製品を対象としたリモートモニタリ
ングサービスを開始しました。本サービスは、船内に装備
された機器の情報を当社開発のService Gateway（サービ
ス・ゲートウェイ）で収集・保存し、衛星通信サービスを介
して陸上で機器の状態を監視します。このサービスの導
入により、障害の起因を迅速に把握し、早期に具体的な解
決手段を導いてダウンタイムの削減に貢献します。将来的
には、船舶機器の故障予知・予防を目指しており、さらな
るサポート体制の強化に努めています。

リモートモニタリングサービス

　当社は、“「製品の品質」は「仕事への取り組みの品質」に
よってつくられる”ことを理念に、お客さまに「満足」いただけ
る製品・サービスを提供し、社会から「信頼」される企業で
あり続けることを目指しています。具体的な取り組みとして、
品質マネジメントシステム（ISO 9001）を基準に、過酷な環
境でも適合するよう、独自に構築した「適正品質基準」や「開
発段階ごとの信頼性評価手法」を取り入れ、設計から開発、
調達、生産などあらゆる段階において、品質の維持・管理を
行っています。
　また、商品の安全性を正確に評価するため、自社内に温度
や湿度・振動などによる環境試験をはじめ、各国のEMC※

規格に基づく試験・評価が行える環境を整え、厳しい試験を
行うことで、お客さまに安心してご使用いただける商品づくり
に努めています。

徹底した品質管理で安全・安心を提供

　三木工場では、各製造工程において、製造方法および検
査基準を明確に定めるとともに、製品の生産履歴や製造設
備点検歴史を管理するトレーサビリティシステムを構築して
います。使用部品のメーカー生産拠点、時期、製造工程で
の合否判定などの品質記録は、このシステムの運用上欠か
せないデータであり、生産活動の重要項目として管理してい
ます。
　この他、20％弱の割合で海外から部品を調達している
三木工場では、海外製を含め、新商品に採用するすべて
の新部品は受け入れ検査をするとともに、事前に現地メー
カーの品質管理体制および現地生産品の審査を行うな
ど、厳格な品質確認を実施しています。自社製造工程に
おいては、全数検査を実施することで高い信頼性を確保
しています。

製造品質の維持・向上への取り組み

※他の機器や人体へ影響をおよぼすとされている電磁波干渉の試験

自社内にEMC試験環境を完備

　当社舶用電子機器の性能を100％発揮して、安全で安心
な航行を実現するためには、製品の品質はもとより、現地で
の適切な装備や設定、操作指導による装備品質の向上が
不可欠です。そのため、サービス技術員に対しては、基本
技術を取りまとめたガイドラインを基に教育カリキュラムを
徹底するほか、海外の現地法人では、造船所への装備・設
置指導、また、お客さまに適切な操作説明をするための勉
強会を積極的に実施しています。

お客さまサポートの向上

ステータス
情報の共有

技術士の
手配

保管監視

リモートセンター技術士

フルノ各国子会社サービス拠点

機器ステータス情報

北東アジア
（韓国、中国、台湾、フィリピン、香港） 北　米

中南米

ヨーロッパ

中東・アフリカ

東南アジア・西アジア・オセアニア

オーストラリア

ドイツ

韓国

香港

スペイン

日本

アメリカ

シンガポール

UAE（中東） 台湾

南アフリカ
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　フルノは世界中に、関係会社・代理店を含めた販売・
サービス網を築いています。海外売上比率は6割以上あ
り、フルノグループ全従業員の40%が海外現地法人で働く
グローバル企業であることから、グローバルビジネスに対
応できる人財が求められています。
　このため、若手社員を海外現地法人に派遣し、業務経
験を通じて幅広い国際的視野と業務知識の習得を図るほ
か、さまざまな研修を通じて、国や地域を超えて活躍でき
る優秀な人財の育成に努めています。
　また、多様な人財の活躍を経営ビジョンの一つと位置
づけており、性別・国籍・年齢などに関係なく、すべての従
業員が能力と個性を活かすことで、新たな価値創造や企
業競争力の強化につなげています。

グローバルに活躍できる人財の育成

　「経営は人そのものである」という考えの下、
従業員一人ひとりの能力を最大限に引き出し、発揮するための人財育成を進めています。

従業員への取り組み

　当社では、自ら主体的に考え行動する「自律型人財」の
育成を目指し、人財育成の主要な場となる職場でのOJT
（職場内教育）を基本としつつ、Off-JT（集合研修など）や、
eラーニングを活用した教育プログラムの提供、非正規社
員を含む全従業員を対象とした通信教育費補助などを充
実させることで、従業員一人ひとりのキャリア開発・マネジ
メント能力の向上に取り組んでいます。

　特に研究・開発職においては、年間計画に基づく「技術
教育」を実施し、技術力の向上を図るほか、外部機関との
共同研究・開発も技術者教育の場と位置づけ、新規技術
の獲得・コア技術の強化、研究開発のスピードアップを
図っています。
　また、職場活性化や新たなチャレンジを通じて事業戦
略を実現しうる人財を育成するために、職種毎のキャリア
パスに応じたジョブローテーションを推進しています。

フルノを支える人財の育成

　
　全従業員を対象に、表彰制度「NAVI NEXT AWARD」を
新設し、第一回の表彰式を実施しました。
　この表彰制度は、①失敗を恐れない価値共創、②自主
性・自律性の高い人財の増加、③感謝の循環で部門間
コミュニケーションの充実、④その年に最も活躍・貢献し
た者を表彰するという4点を目的としています。
　チャレンジャー賞、ヒーロー賞、ありがとう賞など、6つの
表彰部門を設け、社内・社外で地道に貢献している個人を
表彰し、表彰制度への参画意識を向上させ表彰を盛り上げ
るための施策として、表彰の一部では全従業員による投票
制度を導入・実施しました。

働きがいの向上

職場内教育

集合研修 自己啓発

OJT

Off-JT SD

　フルノは、従業員一人ひとりが心身ともに健康で、イキイキ
と働き続けられる会社を目指しています。
　それを実現するため、 2018年3月に「古野電気健康宣言」
を制定し、健康管理体制を強化するとともに従業員の健康
意識向上に向けた取り組みを推進してきました。
　具体的には、メンタルヘルス対策としてストレスチェックの
実施、過重労働対策として有給休暇取得強化月間の設置、
また生活習慣病予防の対策として運動を習慣化するために
ウォーキングイベントの実施などを行っています。ウォーキ
ングイベントでは毎日の歩数を計測してグラフで管理し、さ
らに個人・職場対抗で競い合うことで参加を促して盛り上
げ、運動機会の増進だけでなく職場内のコミュニケーション
活性化にも効果がありました。
　これらの取り組みが評価され、経済産業省と日本健康会
議が共同で進める「健康経営優良法人（ホワイト500）」に、
2019年度から4年連続で認定されています。
　今後も戦略的に健康経営に取り組み、フルノの持続的成
長につなげてまいります。

従業員の健康増進

　当社は、2016年3月に「女性活躍推進法に基づく行動計
画」を公表し、育児・介護支援制度などの環境整備に努
めてきました。2020年4月には第2期行動計画を策定し、
2025年3月31日までの5年間で、新卒採用における女性採
用比率の向上および職業生活と家庭生活との両立に資す
る環境の整備を図り、女性社員が会社の中核人財として
育成できるよう、さまざまな取り組みを推進していきます。

女性活躍推進法に基づく取り組み

※古野電気単体（2月末時点）

NAVI NEXT AWARDの表彰式

　あらゆる従業員がワーク・ライフ・バランスを実現し、
従業員一人ひとりが生産性を高め、働きがいを持てるよう、
さまざまな制度を設けています。

ワーク・ライフ・バランスの推進

制度 内容

育児支援

介護支援

その他

短時間勤務／
フレックスタイム制

育児休業

介護休業

短時間勤務／
フレックスタイム制

介護休暇

時間単位休暇

看護休暇

産前7週間以内（多胎妊娠の場合は
14週間）、産後8週間まで

子どもが満1歳まで
（特別な事情がある場合は2歳）

子どもが小学校6年修了時まで

要介護者1名につき、
通算3年までの間で3回を上限として
従業員が申し出た期間

要介護者1名につき、要介護状態に
至るごとに利用開始の日から3年の間で
2回までの範囲内で従業員が申し出た期間

要介護者、1年間に10日まで
（1日、半日、時間単位取得）

1年間に5日を上限として
1時間単位で取得

小学校6年修了時まで、1年間に5日、
2名以上の場合1年間に最長10日まで
（1日、半日、時間単位取得）

産前産後休暇

配偶者海外
転勤帯同休職

配偶者の海外転勤に帯同するため、
最長3年までの間で従業員が申し出た期間

2021年度

28.8 %女性社員の割合※

13.4 年

9.4 %

3.3 %

2020年度

28.5 %

13.3 年

20.0 %

2.9 %

2019年度

28.7 %

13.0 年

6.3 %

3.0 %管理職に占める女性の割合

平均継続勤務年数（女性）

新卒採用における女性比率

※一般社員、定時社員、嘱託社員、臨時従業員が対象

　ITを活用した業務効率化による作業量の低減や、事業
所ごとに有給休暇取得強化月間を設定し、有給休暇の取
得を促進することで、従業員の健康維持とモチベーション
の向上を図っています。

過重労働の防止

■年次有給休暇の取得状況

■主な制度

2019年度 2020年度 2021年度

72.1 %83.6 % 79.4 %有休取得率

■従業員一人あたり月平均残業時間（単体）※

2019年度 2020年度 2021年度

14.7 時間 13.6 時間 15.1 時間古野電気単体
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持続可能な社会
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維持

循環型社会の
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地球環境の
保全

●省エネルギー
●省資源
●温暖化ガスの排出削減

●廃棄物の削減
●資源の再使用
●リサイクルの推進

●化学物質のリスク管理
●化学物質規制の順守
●水産資源管理に役立つ機器・
システムの提供を通じた持続
可能な漁業、海洋環境保全に
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環境配慮の目標設定および環境設計アセスメント

取締役会 監査役会

株主総会

選任・解任 選任・解任選任・解任議案上程・報告 報告

報告 報告
答申 諮問

指名・報酬諮問委員会

内部統制
委員会 経営会議 経営報告会 内部監査室

各業務執行部門／グループ会社

リスク管理
委員会

付議・報告 監督・選定・解職 監査

監査

監視

連携

連携

調査

内部
監査

連携

会計
監査
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人
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通報

報告
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意思決定
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代表取締役
社長執行役員 兼ＣＥＯ

コンプライアンス
委員会 社

外
弁
護
士

連携

業務執行

法務室
フルノほっとライン

CSR活動

　設計プロセスの中で環境
基準を設け、国内外の環境
法規制に対応しながら、省資
源化や省エネルギー化などの
具体的な数値目標を設定し、
目標達成に向けた開発を継
続的に取り組んでいます。

■環境配慮製品について

　フルノは環境への配慮を重要な経営課題の一つと認識し、「地球環境の保全」 「循環型社会の形成」「生物多様
性の維持」の3つを重要な軸として、環境負荷の少ない製品づくりを進めるとともに、事業活動における環境負荷の低
減に取り組むことで、持続可能な社会の実現を目指しています。

環境方針

　当社環境方針に基づき、環境保全に取り組むとともに
省エネ法※に対応し、2010年からは中長期的に前年度比
1%減を目標に、CO2排出の削減に取り組んでいます。
　また、各事業所の活動においては、生産性向上を軸に
エネルギー消費原単位の改善を図りながら、空調の省エ
ネ化や、照明のLED化などを継続的に進めています。
※エネルギーの使用の合理化などに関する法律

地球環境の保全に向けて

　生物多様性の維持に有効なさまざまな環境配慮活動のうち、製品自体やその生産工程からの有害物質の排除と、お客様が
フルノの製品を使用いただくことを通じた水産資源管理の配慮が重要であると考えています。また、サプライチェーンからの情
報収集を含めた適切な化学物質管理を進め、関連規制を順守するための取り組みを重ねています。

生物多様性の維持に向けて

環境保全への取り組み コーポレート・ガバナンス
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　当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向
上を図るため、コーポレート・ガバナンスの充実に取り
組んでいます。また、経営の健全性や透明性を高める
ため、任意の指名・報酬委員会及びコンプライアンス
委員会を設置する等、ガバナンスが機能する組織体制
を構築することによりリスク回避や不祥事防止に努めて
います。また、コーポレート・ガバナンス強化の観点か
ら、経営と執行を分離し、取締役会の意思決定・監督
機能と経営方針・戦略立案機能に重点を置いた体制
強化を図るとともに、業務執行機能を強化することで、
事業環境の変化に迅速適切に対応できる体制を構築
しています。

コーポレート・ガバナンス体制
　会社法に定める「会社の業務の適正を確保するため
の基本方針」を取締役会において決議し、内部統制シ
ステムの一層の充実・強化に取り組んでいます。また、
金融商品取引法にもとづき、「財務報告に係る内部統
制運営規程」を定め、適切かつ有効な評価ができるよ
う内部統制システムを整備・運用しています。

内部統制

　コーポレート・ガバナンス体制を強化するために、コーポ
レート・ガバナンスの実態面を改善していく必要があると
考え、取締役の報酬決定プロセスや報酬体系など、当社の
経営戦略を達成するための改善を継続的に行っています。

　すべてのステークホルダーの期待や信頼に応えるべく、「継続的に企業価値を向上させる」ことがフルノの経営の
基本です。これを実現するため、経営活動においては適法性、適正性、効率性を追求すると同時にステークホル
ダーへの説明責任を果たし、透明性の高い経営の実現に努めています。

CSR活動

　事業活動で排出された廃棄物の分別を徹底するために、
当社では廃棄・リサイクル量の計測と監視を継続的に実施
しています。また、当社グループの各事業所では、行政許
可業者との廃棄物処理契約締結や産業廃棄物管理票（マ
ニフェスト）の管理を徹底することで、廃棄物処理法の順
守に努めています。主要3事業所で契約している処理業者
に対しては、現地での確認を定期的に実施するほか、全国
各事業所の契約業者についても、適宜実地確認を行うこと
で適正な管理を図っています。

循環型社会の形成に向けて
コーポレート・ガバナンス・コードへの対応



情報セキュリティ
対策

システム的な対策（多段防御）

従業員のセキュリティ意識・
注意力の向上

CSIRT体制構築による
早期発見・被害拡大の防止

コンプライアンス

リスクマネジメント

CSR活動 CSR活動

　適正な貿易を維持するため、社長を最高責任者とした
輸出管理体制を構築しています。外為法、米国輸出規
制、各種の国際的経済制裁などに基づいた厳格な該非
判定や取引審査を、監督官庁との緊密な連携のもとに実
施することで、国際的な平和と安全ならびに我が国の安
全保障に寄与します。
　社内においては、安全保障輸出管理の重要性を理
解・浸透させるために、社内通知やeラーニング教育を
実施するほか、自主管理の状況を検証するため内部監
査を毎年行い、体制の維持管理に努めています。さら
に、当社輸出管理の方針を、内外の子会社・販売会社へ
も伝達し、グローバルにリスク管理を進めています。

適正な貿易管理
　常に進化するサイバー攻撃に対しては、システム的な
対策では100％防ぐことが難しいため、セキュリティに関
するeラーニング教育や社内報発刊などを実施すること
で、従業員のセキュリティ意識・注意力の向上を図って
います。また、対策システムを通過してしまったサイバー
攻撃に対して緊急初動対応を行うため、CSIRTの体制を
構築し、リスク低減・早期鎮静化を図っています。

情報セキュリティ対策

23 24

　社長を委員長とし、外部委員（弁護士）を含めた「コンプライアンス委員会」を設置。「フルノグループ行動規範」
を倫理基準として、継続的に法令、企業倫理、社会規範などを遵守する風土の浸透・定着を図っています。

　当社グループの経営に重大な影響を与えるリスクに対し、子会社を含めた当社グループ全体におけるリスクを洗い出
し、その低減を図るとともに、緊急事態が発生した場合に被害を最小限に抑える体制を整備・維持しています。また各
リスクを適切に管理するため、社長を委員長とする「リスク管理委員会」を設け、講じている対応策の効果も踏まえ、
リスクが顕在化する可能性と業績に与える影響度を整理し、全社的リスクの評価や重要性の判断、各リスク対策の
主管部門及び各対策分科会を定め、リスク低減に努めています。

コンプライアンス教育・啓発
　コンプライアンス意識の向上を図るため、フルノグループの
役員・従業員を対象とするさまざまな階層別研修や、 テーマ
別研修、eラーニングによるコンプライアンス教育を実施して
います。 各職場で従業員がコンプライアンスについて自由に
意見交換を行う「職場勉強会」の機会も設けています。 また、
毎年10月をフルノグループにおける「コンプライアンス推進強
化月間」として、社長メッセージの配信、啓発ポスターの掲示、 
「コンプライアンス・ハンドブック」の音読放送を実施していま
す。この他、社員の意識レベルの測定と職場の実情把握を目
的とするコンプライアンス意識調査を定期的に実施し、得ら

れた結果を組織運営の健全化に役立てています。2021年度
については、フルノグループの海外拠点の責任者を含む全従
業員を対象に、eラーニングによるコンプライアンス教育を実
施しました。経営理念や行動規範を深く理解することにより、
常にコンプライアンス上の適切な行動に繋げることを目的とす
るものです。 また、コンプライ
アンス関連情報として、海外拠
点に向けてGlobal Compliance 
Newsletter（英文）の配信を開
始しました。

海外従業員コンプライアンス教育

F inancia l  Highl ights
財務ハイライト・5年間の主要財務・非財務データ

古野電気株式会社および連結子会社
2月末日に終了した会計年度
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※1 米ドル建表示金額は、2020年度に適用した期中平均為替レートである1米ドルあたり108.99円を用いて、円貨額を換算したものです。この換算は、日本円が、左記またはその他のレートにより米ドルに換算され
得るということを意味するものではありません。 ※2 有利子負債＝短期借入金＋1年以内返済予定長期借入金＋長期借入金＋社債及び輸出手形割引高 ※3 自己資本利益（ROE）＝当期純利益/自己資本（当・前
期末の平均） ※4 自己資本営業利益率＝営業利益／自己資本（当・前期末の平均） ※5 自己資本比率＝自己資本/総資産 ※6 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年2月
16日）等を当連結会計年度の期首から適用し、前連結会計年度に係る財政状態について当該会計基準等を遡って適用した後の数値となっています。 ※7 集計対象：本社（西宮事業所）、三木工場、INTセンター
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2.9

10（2）
3（2）
1,232
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連結従業員数（人）
単体従業員数（人）
単体女性社員の割合（%） 
単体女性管理職の割合（%） 
取締役数（うち社外取締役） 
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連結特許保有件数
主要拠点※7のCO2排出量（千t-CO2） 
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▶非財務データ

売上高
営業利益
経常利益
親会社株主に帰属する当期純利益

▶損益状況

売上高営業利益率
自己資本利益率（ＲＯＥ）※3

自己資本営業利益率※4 

自己資本比率※5 ※6

▶主要財務指標

総資産※6

有利子負債※2

純資産

▶財政状態

営業活動により増加したキャッシュ（純額）
投資活動により減少したキャッシュ（純額）
財務活動により増加（減少）したキャッシュ（純額）

▶キャッシュ・フロー状況

当期純利益
配当金
純資産

▶ 1株当たり情報

研究開発費
設備投資額
減価償却費

▶研究開発・設備投資・減価償却

（百万円）

（百万円）

（百万円）

（米ドル）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 百万米ドル※1
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3,946

76,773
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41,539

76,133
9,906
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